












まとめ 

1,多数施設を対象とした統計は対象症例を全例包括することが非常に難しい。今回のよう

に流産率を求める場合には対象症例が全例包括されていなければならず,真の流産率を求

めることは困難と考えられた。 

2.昭和62年度計画(後方観察的調査)では反復流産後の次回流産率が80%以上と高率であり,

真の流産率ではないと考えられた。後方観察的調査において 2回以上連続して流産に終わ

っていた症例を対象とした次回妊娠調査と前方観察的調査を行ったことにより,真の流産

率に近づいたものと考えられる。 

3.①の 63 年度計画の対象症例は②の前方観察的調査の対象症例にすべて含まれているは

ずであり,前方観察的調査の対象症例のほうが多い予定であったが,実際には①の 63 年度

計画の対象症例のほうが多かった。前方観察的調査の対象症例が全例包括されていたなら

真の流産率を求めることが出来たと考えられる。 

4.反復流産後の次回流産率を検討する場合,年齢と既往流産回数による 2 次元的解析の必

要性が示唆された。 

5.精度の良い習慣流産の統計を取るためには,分母(全妊娠数)を把握することが絶対条件

である。全国的に多数施設で検討する場合は積極的な協力ができるよう調査項目を最小限

にとどめる必要があると考えられる。 

6.ある特定の地区にかぎって全妊娠を把握することが出来れば精度の良い習慣流産の統計

が得られると考えられる。 

7.最近,流産に関する精度の良い統計が少なく,流産に対する治療の有効性を確認すること

が困難と考えられる。今回の研究成績からも流産の統計の必要性が改めて確認された。 


